
(その 1)

いのうえしげひさこうえんかい

1政 治 団体 の名称 井上重久後援会

T850-0066

2主たる事務所の所在地  長崎市大浜町408

3代 表 者 の 氏 名 井上 重久

4会計責任者の氏名

事務担当者

永石 正司

井上 絹代

電話 080-6423-4752

氏名

電話

収 支  報

資金管理団体の指

平成   年 日から

日まで月

<国会議員関係政治団体・資金管理団体以外の政治団体用>

圭
日

令和5年分

政 治 団 体 の 区 分

国 政  党  の  支  部

防 そ の 他 の 政 治 団 体

□ その他 の政治団体の支部

活 動 区 域 の 区 分

□ 2以上の都道府県の区域等

ウ 同一の都道府県の区域内

国会議員関係政治団体の区分

1項

団体

第19条の 7第 1項

る国会議員関係政治団体

の氏名

の種類

と
口

(ふ り が な )

T′J′Ч

五

T

妥嫉言
イ~年   月 日まで

資金管理団体の指定の有無

□ 有
脇 無
公職の種類

(以下、この欄の記載は不要です。)

資金管理団体の

届出をした者の氏名
-612,22

受
付
欄



(その 2)

1 収支の総括表

2 収入項目別金額の内訳

収 支 の 状 況

島75二″″σ

σ′,ク′び

身roo,θθθ

易600)'36

f59Zδが

収 入 総 額

(前 年 か ら の 繰 越 額 )

(本 年 の 収 入 額 )

支 出 総 額

翌 年 へ の 繰 越 額

(1)個人の負担する党費又は会費 θ

θ

θ

金   額

員   数

(2)寄 附
備 考金 額

θ

θ

紛

島 F00,θθθ

易 FOOぅθθθ

θ

θ

島夕θ9θθθ

ア 寄附 (イを除く。)の区分
(ア)個 人 か ら の 寄 附
(う ち 特 定 寄 附 )

(イ)法 人 そ の他 の 団体 か らの寄 附
(ウ)政 治 団 体 か ら の 寄 附
小 計   (ア)+(イ )十 (ウ )

(寄附のうち寄附のあつせんによるもの)

イ 政 党 匿 名 寄 附

合 計  (ア  十 イ )
2



(その7)

附 者 の 区 政治団体

備 考

(注 1) 同一の者からの寄附で年間 5万円を超えるものについては、寄
附者 (団体)ご とに記載すること。

(注 2) 「その他の寄附」と「合計」の欄は、個人、法人その他の団体
又は政治団体の寄附者の区分ごとに、最後の買に記載すること。

蕨

職 業 (団 体 に あ っ て
は 、 代 表 者 の 氏 名 )

井上重久

井上重久

住 所 (団 体 にあつては、
主たる事 務 所 の所 在 地 )

長崎市大浜町408

長崎市大浜町408

(7)寄 附 の 内 訳

年月 日

R5。 1.17

R5.3.28

金   額 (円 )

Lδθ9θθθ

宅′θ9θθθ

島792θθθ

θ

島Z'9θθθ

寄 附 者 の 氏 名
(団体にあっては、その名称)

井上重久政治経済研究会

井上重久政治経済研究会

この 買 の 小 計

そ の 他 の 寄 附

△
口 計

:う



(その13)

3 支出項目別金額の内訳

(1)支 出 の 総 括 表

備 考

ア年■の計

金 額

ちδθQθθθ

θ

ど恥ぅθθθ

身DOQθθθ

B50,∂θθ

θ

650,あθ

65Qttθ

θ

θ

θ

′acθθθ

θ

θ

考δ孵 兄逍

島60Q子るO

項 目

1

(1)

経 常 経 費

費人 件

(2)光 熱 水 費

(3)備 品 ・ 消 耗 品 費
(4)事 務 所 費

′Jく 計

2政 治 活 動

(1)組 織 活 動
費

費

(2)選 挙 関 係 費
(3) 機関紙誌の発行その他の事業費

(4)調 査 研 究 費
(5)寄 附 交 付 金
(6)そ の 他 の 経 費
′Jヽ 計

▲
ロ 計

牟



の

備 考
支出を受けた者の住所

団体にあつては、主たる事務所の所在ナ也

支出を受けた者の氏名

(団体にあつては、その名称 )

項 目 別 区 分 組織活動費  ( 行事費 )

年 月 日

1件5万円以上の支出について記載すること。

「その他の支出」と「合計」の欄は、右上の項目別区分の
中の項目ごとに、最後の買に記載すること。。/

)の

(注 1)

(注 2)

額金

θ

∂θQθθθ

∂θQθθθ

(3)政治活動費の内訳

支 出 の 目 的

こ の 頁 の 小 計

そ の 他 の 支 出

合  計

（ち



15

備 考
支出を受けた者の住所

団体にあつては、主たる事務所の所在毘

支出を受けた者の氏名

(団体にあつては、その名称 )

項 目 別 区 分 組織活動費  ( 組織対策費 )

年 月 日

1件5万円以上の支出について記載すること。

「その他の支出」と「合計」の欄は、右上の項目別区分の

中の項目ごとに、最後の買に記載すること。。
)の

(注 1)

(注 2)

額金

θ

350,θθθ

350,θθθ

(3)政治活動費の内訳

支 出 の 目 的

こ の 頁 の 小 計

そ の 他 の 支 出

合  計

も



の 15

備 考
支出を受けた者の住所

団体にあつては、主たる事務所の所在ナ性

支出を受けた者の氏名

(団体にあつては、その名称 )

項 目 別 区 分 組織活動費  ( 渉外費 )

年 月 日

1件 5万円以上の支出について記載すること。

「その他の支出」と「合計」の欄は、右上の項目別区分の (
中の項目ごとに、最後の頁に記載すること。。/

)の

(注 1)

(注 2)

額金

θ

夕θαθθθ

刀αθθθ

(3)政治活動費の内訳

支 出 の 目 的

こ の 頁 の 小 計

そ の 他 の 支 出

合  計

η



の 15

備 考
支出を受けた者の住所

団体にあつては、主たる事務所の所在地

支出を受けた者の氏名

(団体にあつては、その名称 )

項 目 別 区 分 機関紙誌の発行事業費 (荷造発送費)

年 月 日

と件5万円以上の支出について記載すること。

「その他の支出」と「合計」の欄は、右上の項目別区分の

中の項目ごとに、最後の頁に記載すること。。/
)の

(注 1)

(注 2)

θ

450)750

450,7σθ

額金

こ の 頁 の 小 計

そ の 他 の 支 出

合  計

(3)政治活動費の内訳

支 出 の 目 的

一
一
一
一

9



の 15

備 考
支出を受けた者の住所

団体にあつては、主たる事務所の所在兇

支出を受けた者の氏名

(団体にあつては、その名称 )

項 目 男可 区 分 機関紙誌の発行事業費 (印刷費)

年 月 日

1件5万円以上の支出について記載すること。

「その他の支出」と「合計」の欄は、右上の項目別区分の

中の項目ごとに、最後の頁に記載すること。。

/
)の

(注 1)

(注 2)

額金

θ

Zθαθθθ

クacθθθ

(3)政治活動費の内訳

支 出 の 目 的

こ の 頁 の 小 計

そ の 他 の 支 出

合  計

9



備 考
支出を受けた者の住所

団体にあつては、主たる事務所の所在地

支出を受けた者の氏名

(団体にあつては、その名称 )

項 目 別 区 分 調査研究費  ( 研修会費 )

年 月 日

1件5万円以上の支出について記載すること。

「その他の支出」と「合計」の欄は、右上の項目別区分の

中の項目ごとに、最後の頁に記載すること。。
)の

(注 1)

(注 2)

額金

θ

′θαθθθ

′θ9θθθ

(3)政治活動費の内訳

支 出 の 目 的

こ の 買 の 小 計

そ の 他 の 支 出

合  計

/0



(その17)

資 産 等 の 状 況
1 資産等の総括表

(注1)項目ごとの資産の有無について、「□」内に「レ」を記入すること。
(注2)有に記入した場合、項目別に様式 (その18)に内訳を記載すること。

|′

備   考征

け

け

け

け

け

け

け

り

け

け

け

リ

有

回

□

資産等の有無

ア 土地

イ 建物

ウ 建物の所有を目的とする地上権又は土地の賃借権

工 取得の価格が100万円を超える動産

オ 預金(普通預金及び当座預金を除
く。)又は貯金(普通預金を除く。)

力 金銭信託

キ 有価証券

ク 出資による権利

ケ 貸付先ごとの残高が100万円を超える貸付金

コ 支払われた金額が100万円を超える敷金

サ 取得の価額が100万円を超える施設の利用に関する権利

シ 借入先ごとの残高が100万円を超える借入金



(その20)
圭
日

哲
言

占日一

添付書類 (別紙のとおり)

1 領収書等の写し

2 監査意見書 (政党本部及び政治資金団体に限る。 )

3 政治資金監査報告書 (国会議員関係政治団体に限る。)

この報告書は、政治資金規正法に従って作成したものであって、真実に相違ありません。

令和6年写 月ワ写 日

政治団体の名称 井上重久後援会

会計責任者の氏名 井上 絹代 OFロ

r 代表者の氏名

(解散時のみ)

Fロ

(備考 1)政治団体が解散した時のみ、 ( )内に代表者の記名押印又は署名を記入すること。
(解散した年月日が属する年の収支報告書のみ。ただし、署名の場合は必ず代表者本人が自書すること。)

(備考2)「会計責任者の氏名」欄は、記名押印又は署名とし、署名の場合は必ず会計責任者本人が自書すること。
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